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総―１ 
 

第第１１章章    計計  画画  のの  方方  針針  

 

第第１１節節  計計画画のの目目的的  

 この計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第４２条の規定に基づき、市防

災会議が作成する計画であって、市の地域に係る各種災害に対して、市及び防災関係機関の防

災組織の総力を結集して、災害予防、災害応急対策、災害復旧等を総合的かつ計画的に実施す

ることにより、市民の生命、身体及び財産を災害から保護するとともに各種災害による被害を

軽減し、もって社会秩序の維持及び公共の福祉に資することを目的とする。 

 

 

 

 

第第２２節節  計計画画のの性性格格・・範範囲囲  

１ この計画は、市の地域に係る防災に関し、市及び防災関係機関が処理すべき事務又は業務

について総合的な運営を計画化したものであり、自然災害や大規模事故に係る計画である。 

２ この計画は、災害予防、災害応急対策、災害復旧等に関する諸施策について関係機関がそ

れぞれの立場で実施する責任を有する計画である。 

３ この計画は、以下の国土強靱化の基本目標を踏まえた計画である。 

(1)  人命の保護が最大限図られること。 

(2)  国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること。 

(3)  国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

(4)  迅速な復旧・復興 

４ この計画は、災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）に基づき、長崎県知事が実施する

災害救助事務のうち、同法第１３条の規定に基づき長崎県知事から市長に委任された場合の

計画又は長崎県知事が実施する救助事務に協力する場合の計画及び同法適用前の救助事務に

関する計画、その他防災に関する各種計画を包含するものとする。 

５ この計画は、国が定める防災基本計画、指定行政機関及び指定公共機関が定める防災業務

計画並びに県防災計画に矛盾、抵触するものであってはならない。 

６ この計画は、恒久的な基本計画であるが、災害対策基本法第４２条の規定に基づき毎年検

討を加え、必要がある場合はこれを修正する。 
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第第３３節節  防防災災のの基基本本理理念念  

１ 防災とは、災害が発生しやすい自然条件下にあって、市域及び市民の生命、身体及び財産

を災害から保護する行政上最も重要な施策である。 

２ 災害の発生を完全に防ぐことは不可能であることから、災害時の被害を最小化し、被害の

迅速な回復を図る「減災」の考え方を防災の基本理念とし、たとえ被災したとしても人命が

失われないことを最重視し、また経済的被害ができるだけ少なくなるようさまざまな対策を

組み合わせて災害に備え、災害時の社会経済活動への影響を最小限にとどめなければならな

い。 

３ 市及び関係機関等は、それぞれの立場で果たすべき役割を的確に実施していくとともに、

相互に密接な連携を図る。また、市民一人一人が自ら行う防災活動や地域の防災力向上のた

めに自主防災組織や地域の事業者等が連携して行う防災活動を促進し、市、関係機関、事業

者、市民等が一体となって最善の対策をとらなければならない。 

４ 防災には、時間の経過とともに災害予防、災害応急対策及び災害復旧・復興の３段階があ

り、それぞれの段階において最善の対策をとることが被害の軽減につながる。 

  各段階における基本理念は、以下のとおりである。 

 (1) 災害予防 

   災害の規模によっては、ハード対策だけでは被害を防ぎきれない場合もあることから、

ソフト対策を可能な限りすすめ、ハード・ソフトを組み合わせて一体的に災害対策を推進

する。また、最新の科学的知見を総動員し、起こり得る災害及びその災害によって引き起

こされる被害を的確に想定するとともに、過去に起こった大規模災害の教訓を踏まえ、絶

えず災害対策の改善を図ることとする。 

 (2) 災害応急対策 

   発災直後は、可能な限り被害規模を早期に把握するとともに、正確な情報収集に努め、

収集した情報に基づき、生命及び身体の安全を守ることを最優先に、人材・物資等災害急

応対策に必要な資源を適切に配分する。また、被災者のニーズに柔軟かつ機敏に対応する

とともに、高齢者、障がい者その他の特に配慮を要する者（以下「要配慮者」という。）

に配慮するなど、被災者の年齢、性別、障がいの有無といった被災者の事情から生じる多

様なニーズに適切に対応する。 

 (3) 災害復旧・復興 

   発災後は、速やかに施設を復旧し、被災者に対して適切な援護を行うことにより、被災

地の復興を図る。 

 

 

 

 

第第４４節節  計計画画のの習習熟熟  

 本市並びに防災関係機関等は、平素からこの計画の遂行に当たって、組織の責務が十分に果

たせるよう、自ら又は他の機関と協力して調査研究を行い、実動又は図上訓練その他の方法に

より、この計画の習熟に努めなければならない。 
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第第２２章章  防防災災関関係係機機関関のの処処理理すすべべきき事事務務・・業業務務のの大大綱綱  

 

 本市並びに市民の生命、身体及び財産を各種災害から保護するため県の支援のもと、指定地

方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関及び公共的団体等の協力を得て防災活動を実施

する。処理すべき事務又は業務の大綱は、次のとおりである。 

１１  指指定定地地方方行行政政機機関関  

機  関  名 電話番号 所   掌   事   務 

九 州 管 区 警 察 局 

（大村警察署） 
54-0110 

 災害時における治安、交通、通信及び警察相互応援要請に

係る連絡調整など警察行政に関する調整 

九 州 総 合 通 信 局 
(096) 

326-7831

１ 非常通信体制の整備 

２ 災害時における通信機器、臨時災害放送局用機器及び移

動電源車の貸出 

３ 災害時における電気通信の確保 

４ 非常通信の統制、監理 

福 岡 財 務 支 局 

（長崎財務事務所） 

(095) 

827-7095

１ 地方公共団体に対する災害融資 

２ 災害時における金融機関に対する緊急措置の指示 

３ 公共事業等被災施設の査定の立会 

九 州 厚 生 局 

（ 長 崎 事 務 所 ） 

(095) 

801-4201

１ 災害時の国立病院、国立療養所における医療、助産救護

の指示調整 

２ 災害による負傷者等の国立病院、国立療養所における医

療助産、救助の指示調整 

長 崎 労 働 局 
(095) 

846-6343

 工事、事業場における労働災害の防止及び災害救助に対す

る援助 

九 州 農 政 局 

長 崎 県 拠 点 

(095) 

845-7121

１ 被害状況の把握・報告に関すること。 

２ 応急用食料の調達・供給に関すること。 

３ 一般食料の安定供給対策に関すること。 

４ 農地・農業施設等の災害復旧事業に関すること。 

５ 災害に強い国土と農業基盤の整備に関すること。 

九 州 森 林 管 理 局 

( 長 崎 森 林 管 理 署 ) 

(0957) 

41-6911 

１ 国有林野等の森林治水事業の防災管理 

２ 災害応急用材の需給対策 

九 州 地 方 整 備 局 

(長崎河川国道事務所) 

(095) 

839-9211

１ 直轄公共土木施設の整備と維持管理 

２ 直轄国道の防災に関すること。 

３ 直轄河川の水防に関すること。 

４ 港湾、海岸災害対策 

５ 高潮、津波災害等の予防 
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機  関  名 電話番号 所   掌   事   務 

九 州 運 輸 局 

( 長 崎 陸 運 支 局 ) 

(095) 

839-4747

１ 災害時における陸上輸送の調査並びに指導 

２ 災害時における自動車運送事業者に対する運送命令 

３ 災害時における関係機関と輸送荷役機関との連絡調整 

九 州 運 輸 局 

(佐世保海事事務所) 

(0956) 

31-6165 

１ 災害時における海上輸送の調査並びに指導 

２ 災害時における船舶運航事業者に対する航海命令 

３ 災害時における関係機関と輸送荷役機関との連絡調整 

大 阪 航 空 局 

（長崎空港事務所） 
53-6151 

１ 長崎空港及びその周辺における航空機災害が発生し、 

又は発生するおそれがある場合の消火救難活動 

２ 長崎空港の運航及び運用に重大な影響を及ぼす自然災

害等が発生し、又は発生のおそれがある場合の対応措置 

３ 遭難航空機の捜索及び救難活動 

福 岡 管 区 気 象 台 

( 長 崎 地 方 気 象 台 ) 

(095) 

811-4861

１ 気象、地象、地動及び水象の観測並びにその成果の

収集及び発表を行う。 

２ 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動に

よる地震動に限る）及び水象の予報並びに警報等の防

災気象情報の発表、伝達及び解説を行う。 

３ 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に

努める。 

４ 地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支

援・助言を行う。 

５ 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に努

める。 

佐 世 保 海 上 保 安 部 
(0956) 

31-6003 

災害時、海上における人命、財産の救助、その他の救済を

必要とする場合の援助並びに海上の治安警備 

  

２２  自自  衛衛  隊隊  

機  関  名 電話番号 所    掌    事    務 

陸 上 自 衛 隊 

第１６普通科連隊 
52-2131 災害時における人命、財産の救援及び応急復旧活動の支援 
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３３  県県  

機  関  名 電話番号 所    掌    事    務 

長 崎 県 
(095) 

824-1111

１ 県防災会議に関する事務 

２ 防災施設の新設、改良及び復旧の実施 

３ 水防その他の応急措置 

４ 県地域内の災害に関する情報収集、伝達及び被害調

査 

５ 被害者に対する救助及び救護措置 

６ 災害時における保健衛生、文教、治安及び交通対策

７ 市町が処理する災害事務又は業務の実施についての

援助及び調整 

８ 災害対策に関する隣接県間の相互応援協力 

９ その他県の所掌事務についての防災対策 

  

４４  市市  

機  関  名 電話番号 所    掌    事    務 

大 村 市 53-4111 

１ 市防災会議に関する事務 

２ 防災施設の新設、改良及び復旧の実施 

３ 消防、水防その他の応急措置 

４ 市地域内の災害に関する情報の収集、伝達及び被害

調査 

５ 被害者に関する救助及び救護措置 

６ 災害時における保健衛生、文教、治安及び交通対策

７ 市内関係団体が実施する災害応急対策等の調整 

８ 災害対策に関する隣接市町村間の相互応援協力等 

９ その他市の所掌事務についての防災対策 

 

５５  指指定定公公共共機機関関  

機  関  名 電話番号 所    掌    事    務 

日 本 銀 行 

（ 長 崎 支 店 ） 

（095） 

820-6111
災害時における金融機関の災害応急対策 

日 本 赤 十 字 社 

( 長 崎 県 支 部 ） 

(095) 

846-0680

１ 災害時における医療、助産及び死体の処理の実施 

２ 災害における各種団体、個人が協力する活動の連絡

調整 

３ 救援物資及び義援金募集業務 
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機   関   名 電話番号 所    掌    事    務 

日 本 放 送 協 会 

（ 長 崎 放 送 局 ） 

(095) 

821-1115

 気象予報、警報等の放送による周知徹底及び防災知識

の普及 

( 独 法 ) 国 立 病 院 機 構 

長 崎 医 療 セ ン タ ー 
52-3121 

１ 災害拠点病院としての役割を鑑み、災害時の初動対

応から復旧・復興期にわたり、地域社会の「芯柱」と

なっての復興への貢献を果たす 

２ 他の医療機関等との協力体制に基づき、状況に応じ

た最善の方法を柔軟に選択し、一人でも多くの人命を

救助する 

ヤ マ ト 運 輸

長 崎 主 管 支 店 
49-5536 災害対策に必要な物資、人員の緊急輸送 

西日本高速道路(株) 

九州支社 

長崎高速道路事務所 

（0957）

26-0011 
有料道路及び施設の保全防災対策 

九 州 旅 客 鉄 道 ( 株 ) 

（長 崎 支 社） 

(095) 

822-0109
鉄道施設の防災及び災害救助物資の緊急輸送 

西日本電信電話（株） 

（長 崎 支 店） 

(095) 

893-8059
災害時における通信の確保 

郵 便 事 業 株 式 会 社 

長  崎  支  社 

（大 村 郵 便 局） 

52-2800 

１ 災害時における郵便業務の確保 

２ 災害時における郵便事務に係る災害事務取扱及び援

護対策 

日 本 通 運 株 式 会 社 

（長  崎  支  店） 

(095) 

846-2110
災害時の貨物自動車による救援物資等の輸送の確保 

九 州 電 力 株 式 会 社 

(大 村 配 電 事 業 所） 

(0120) 

986-403 

１ 電力施設の整備と防災管理 

２ 災害時における電力供給確保 

３ 被災施設の応急対策と災害復旧 

(一社)長崎県建設業協会 

大  村  支  部 
53-2196 建設及び災害復旧活動の協力 

( 公 社 ) 長 崎 県 

トラック協会大村支部 
52-2917 

１ 災害時における救援物資等の輸送の確保 

２ 災害時の応急輸送 

 

 

６６  指指定定地地方方公公共共機機関関  

機  関  名 電話番号 所    掌    事    務 

九 州 ガ ス 株 式 会 社 

大  村  支  店 
53-3320 

１ 災害時のガス供給 

２ 被災施設の調査と災害復旧 

報   道   機   関  災害状況及び災害対策に関する報道 
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機   関   名 電話番号 所    掌    事    務 

長 崎 県 医 師 会 

大  村  市  医  師  会 
54-0151 災害時における被災者の救助活動 

長 崎 県 歯 科 医 師 会 

大 村 東 彼 歯 科 医 師 会 
54-1006 災害時における被災者の救助活動 

長 崎 県 看 護 協 会 

県  央  支  部 

(0957) 

49-8050 
災害時における被災者の救助活動 

長 崎 県 Ｌ Ｐ ガ ス 協 会 

大  村  支  部 
55-8455 災害時におけるＬＰガスの供給 

  

７７  公公的的団団体体等等  

機  関  名 電話番号 所    掌    事    務 

市アマチュア無線クラブ 54-0722  緊急通信の協力 

長崎県央農業協同組合 53-6161 

１ 被害状況調査及び応急対策の協力 

２ 農作物の災害応急対策指導 

３ 被災農家に対する融資の斡旋 

４ 農業生産資材及び農家生活資材の確保、斡旋 

５ 農作物の需給調整 

大 村 商 工 会 議 所 53-4222 

１ 商工業被害調査、融資又はその斡旋の協力 

２ 災害時における物価安定についての協力 

３ 救援物資、復旧資材の確保、斡旋協力 

病  院  等  経  営  者  

１ 避難施設の整備と避難訓練の実施 

２ 被災時の収容者の収容保護 

３ 災害時における負傷者等の医療、助産救助 

社 会 福 祉 施 設 経 営 者  
１ 避難施設の整備と訓練 

２ 被災時の収容者の収容保護 

金  融  機  関  被災事業者等に対する資金の融資、その他の緊急措置

大 村 市 町 内 会 長 会 

連    合    会 

婦    人    会 

53-4111 

(内線185)

54-3161 

(市ｺﾐｾﾝ内 ) 

１ 避難者の誘導及び避難所内の協力に関すること。 

２ 被災者に対する炊き出し及び救援物資の配分等の協

力に関すること。 

３ その他被災状況調査等の協力に関すること。 

Ｆ Ｍ お お む ら 52-5252 

災害状況及び災害対策に関する報道 
おおむらケーブルテレビ 

株 式 会 社 
54-3811 

大 村 東 彼 薬 剤 師 会 48-7722 災害時における薬剤師の派遣 
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第第３３章章  大大  村村  市市  のの  概概  況況  

 

第第 11 節節  自自然然条条件件  

１１  位位  置置  

  本市は、長崎県のほぼ中央に位置し、長崎・佐世保両市のほぼ中間にあり、東は多良山系

により佐賀県と諫早市に接し、西は大村湾、南は諫早市、北は東彼杵町に接している。 

   緯度・経度（大村市役所） 

    北 緯  ３２度５４分００秒 

    東 経 １２９度５７分３０秒 

   
 

 

２２  面面  積積  

  市域は、東西１４．１ｋｍ、南北１６．６ｋｍで、その面積は、１２６．７３ｋ㎡（県土

の約３．０７％）である。 
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３ 地 形 

  地形は、西から東に向かって「海」→「扇状平野」→「丘陵地」→「山岳地」となってい

る。 

  「海」は、箱庭に形容され「琴の海」ともいわれる大村湾で、閉鎖性内湾であることから

波が穏やかである。 

  「扇状平野」は、郡川及び大上戸川の扇状地で形成され、平坦地の少ない長崎県下におい

ては諫早平野に次いで広い平野である。 

  「丘陵地」は火山活動により形成されたものである。 

  「山岳地」は、標高１，０７６ｍの経ヶ岳を筆頭に１，０００ｍ超える五家原岳、郡岳な

どの多良山系がある。 

４ 地 質 

  東部の多良岳火山の山麓は、大村湾に向かい緩やかに傾斜し、末端部には主として郡川が

作った大村扇状地が発達する。この扇状地堆積物は、８０ｍ内外の厚さをもつ。 

  南部には、古第三系の諫早層群を被覆する玄武岩の溶岩台地が発達し、日岳（２５８ｍ）

がその最高峰をなす。 

５ 気象・気候 

 (1) 気 象 

   海洋性の気象地帯に属し温暖であり、全般に西海型気候の特徴を示すが、冬期は日本海

型気候の特徴が顕著になる。 

 (2) 気 温 

   最高気温、最低気温の平均は、それぞれ２７．９℃及び９．０℃で、年間平均気温は、

１８℃前後である。 

 (3) 降水量 

   降水量の年間平年値は１,９８８ｍｍであり、月降水量は８月が一番多く、３００ｍｍ

を超えている。 

 (4) 風 

   年間を通じて南西の風が吹くことが多く、風速は平均４ｍ/ｓ前後であり、最大風速が

１０ｍ/ｓ以上の風は年間約８０日程度である。
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第２節 社会条件 

１ 人口及び人口動態 

  本市の人口は、令和２年の国勢調査によると９５，３９７人であり、県土面積に占める割

合の３．１％に対し、県人口の７．３％が居住している。 

  最近５年の人口の推移は、県としては減少傾向にある中、市は、増加している。 

  人口動態については、「資料編 Ⅲ 大村市の現況」の項による。 

２ 土地利用状況 

 (1) 本市においては、平成１１年１２月に国土利用計画法に基づく国土利用計画（大村市計

画）を改定し、市土の利用に関する基本としては、次の４地域を定め土地利用の混乱と乱

開発を防ぎ、地域の環境保全と有効利用を図るよう努めている。 

  ① 都市地域    都市計画区域・用途地域 

  ② 農業地域    農業振興地域・農用地区域 

  ③ 森林地域    国有林・地域森林計画対象民有林・保安林 

  ④ 自然公園地域  自然公園区域 

 (2) 都市計画区域 

   本市の都市計画区域は、一体の都市として、総合的に整備し、開発し及び保全する必要

がある区域を概ね丘陵地帯を南北に縦走するラインから西側の平坦地にかけて面積５,９

９７ｈａを指定している。 

 (3) 用途地域 

   用途地域は、地域地区の中で最も基本となる都市計画であり、住居、商業、工業その他

の用途を適正に配置することにより、都市機能を向上させるとともに良好な都市環境を維

持、改善することを目的として２，３４４ｈａを定めている。 

  用途地域の現況については、「資料編 Ⅲ 大村市の現況」の項による。 

 (4) その他地域地区計画 

   都市計画区域の地域地区計画として、風致地区等の指定地区がある。 

  地域地区指定状況については、「資料編 Ⅲ 大村市の現況」の項による。 

 (5) 農業振興地域 

   市街地として計画的に整備利用する都市計画の用途地域、自衛隊演習危険区域、規模の

大きな森林区域を除く地域を総合的に農業の振興を図るべき地域として、昭和４７年３月

に農業振興地域整備計画を策定し、昭和５７年度、平成７、１３，２１，２７年度及び令

和２年度に計画の見直しを行い、現在、農業振興地域４，４２７ｈａが指定され、そのう

ち１，１５０ｈａを農用地区域として設定している。 

３ 交 通 

 (1) 航空路 

   長崎空港は、長崎県の空の玄関口として、東京、大阪、名古屋、神戸の国内主要都市を

はじめ上海・ソウル間の国際航路や五島・壱岐・対馬など離島との航路が就航している広

域高速交通体系の要となっている。 
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 (2) 道 路 

  ア 一般道 

    市内道路網の重要幹線は、市を南北に縦断する国道３４号があり、これに連接あるい

は並行して、佐賀県鹿島市に通じる国道４４４号、県道長崎空港線、杭出津松原線、大

村外環状線、広域農道等がある。なお国道３４号においては、慢性的な交通渋滞の解消

や緩和を図るため、国土交通省により拡幅事業が進められている。 

  イ 高速道 

    長崎自動車道大村インターチェンジ及び木場スマートインターチェンジがあり、県内

はもとより九州各地との交通アクセスも便利である。また、空港と併せて高速交通拠点

としての価値も高い。 

 (3) 鉄 道 

   ＪＲ大村線があり、早岐駅で佐世保線と、諫早駅で長崎本線、島原鉄道にそれぞれ連絡

している。市内の駅は、大村駅、新大村駅、竹松駅、大村車両基地駅、諏訪駅、岩松駅及

び松原駅の７か所がある。 

   また、西九州新幹線が令和４年９月２３日に開業し、市内の駅として新大村駅が１か所

ある。 
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第第４４章章  計計  画画  のの  前前  提提  

 

第第１１節節  総総  説説  

 この計画策定にあたっては、市の気象・地勢等地域の特性によって起こる災害を考慮し、次

に掲げる事象が、今後、市の地域に発生することを想定する。 

１ 台風等暴風雨の影響を毎年受ける。 

２ 記録的な豪雨災害が発生する。 

３ 地すべり、山崩れ等土砂災害は多発化傾向をたどる。 

４ 地震、津波等による災害は発生する。 

５ 交通機関等の大事故による死傷者が発生する 

 

 

 

 

第第２２節節  風風水水害害のの想想定定  

１１  水水害害のの想想定定  

  主要河川は、多良岳を水源とする郡川をはじめ、大上戸川、内田川、鈴田川などがあり、

過去の水害を教訓に護岸工事等も行われている状況にあるが、水源から河口までが短距離で

あり、大雨や長雨等の現象によって河川が増水し、家屋の倒壊、流出や浸水、道路や耕地の

冠水、内水氾濫、交通の障害等のほか、がけ崩れ、土石流、地滑り等の土砂災害被害が想定

される。 

２２  台台風風被被害害のの想想定定  

  年間発生する台風で、九州北部地方に上陸又は接近する台風は７月から９月にかけてが多

く、台風による暴風や大雨により家屋の倒壊や浸水、土砂災害、河川の増水や氾濫の被害が

想定される。また、この時期は海面の平均潮位が一年のうちで最も高くなることから、吸い

上げや吹き寄せ効果の影響により高潮による浸水の被害が想定される。 

  台風の発生状況等については、「資料編Ⅳ災害統計資料等」の項による。 
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第第４４章章  計計  画画  のの  前前  提提  

 

第第１１節節  総総  説説  

 この計画策定にあたっては、市の気象・地勢等地域の特性によって起こる災害を考慮し、次

に掲げる事象が、今後、市の地域に発生することを想定する。 

１ 台風等暴風雨の影響を毎年受ける。 

２ 記録的な豪雨災害が発生する。 

３ 地すべり、山崩れ等土砂災害は多発化傾向をたどる。 

４ 地震、津波等による災害は発生する。 

５ 交通機関等の大事故による死傷者が発生する 

 

 

 

 

第第２２節節  風風水水害害のの想想定定  

１１  水水害害のの想想定定  

  主要河川は、多良岳を水源とする郡川をはじめ、大上戸川、内田川、鈴田川などがあり、

過去の水害を教訓に護岸工事等も行われている状況にあるが、水源から河口までが短距離で

あり、大雨や長雨等の現象によって河川が増水し、家屋の倒壊、流出や浸水、道路や耕地の

冠水、内水氾濫、交通の障害等のほか、がけ崩れ、土石流、地滑り等の土砂災害被害が想定

される。 

２２  台台風風被被害害のの想想定定  

  年間発生する台風で、九州北部地方に上陸又は接近する台風は７月から９月にかけてが多

く、台風による暴風や大雨により家屋の倒壊や浸水、土砂災害、河川の増水や氾濫の被害が

想定される。また、この時期は海面の平均潮位が一年のうちで最も高くなることから、吸い

上げや吹き寄せ効果の影響により高潮による浸水の被害が想定される。 

  台風の発生状況等については、「資料編Ⅳ災害統計資料等」の項による。 
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第第３３節節  地地震震・・津津波波被被害害のの想想定定  

１１  長長崎崎県県のの地地震震想想定定  

 (1) 長崎県地震等防災アセスメント調査委員会では、本県において発生が予測される地震時

の地震動、液状化、斜面崩落、津波などによる物的・人的被害等が検討され、平成１８年

３月「長崎県地震等防災アセスメント調査報告書」として報告された。 

   この報告書では、本市において、最大で、Ｍ７．１（震度６弱～震度６強）規模の地震

が発生し、人的・物的被害及び液状化等の被害が想定されている。 

 (2) 地震震度 

   長崎県地震発生想定検討委員会及び長崎県地震等防災アセスメント調査委員会が合同で

県内の震度予測について検討した結果、県内の活断層で最大の規模が予測されるのは、雲

仙地溝南縁断層帯の東部、西部が連動した地震である。この場合、諫早・大村地区で震度

５強～震度６強が予測されている。 

   また、活断層が確認されていない場所での震度予測を行うため、県内全域でのＭ６．９

（震源断層上端の深さ３ｋｍ）の地震を想定しており、その場合、本市においても震度６

弱～６強が予測される。 

 (3) 長崎県の過去の地震被害の実態 

   県内の主な地震被害の発生地域は、橘湾から島原半島付近、諫早市付近、長崎市周辺、

壱岐・対馬周辺である。その他、長崎県周辺で発生した規模の大きな浅い地震によって被

害を受けたことがあるほか、四国沖から紀伊半島沖を震源域とする巨大地震でも被害が生

じている。 

   過去の地震被害の状況及び大村市における地震発生状況については、「資料編 Ⅳ 災

害統計資料等」の項による。 

２２  大大村村市市周周辺辺のの活活断断層層  

  平成１４～１６年度に実施された「雲仙活断層群調査」により、陸域及び海底に多くの活

断層が分布していることが確認されている。 

  同調査では、陸域及び海底において確認される雲仙活断層を、雲仙地溝北縁断層帯、雲仙

地溝南縁東部断層帯及び雲仙地溝南縁西部断層帯の３断層帯に区分しており、海底において

は、橘湾西部断層帯、島原沖断層群として活断層を確認している。 

  なお、本市には、活断層と推定されるものが大村から諫早北西付近に存在する（大村諫早

北西付近断層帯）と指摘されている。 
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第第３３節節  地地震震・・津津波波被被害害のの想想定定  

１１  長長崎崎県県のの地地震震想想定定  

 (1) 長崎県地震等防災アセスメント調査委員会では、本県において発生が予測される地震時

の地震動、液状化、斜面崩落、津波などによる物的・人的被害等が検討され、平成１８年

３月「長崎県地震等防災アセスメント調査報告書」として報告された。 

   この報告書では、本市において、最大で、Ｍ７．１（震度６弱～震度６強）規模の地震

が発生し、人的・物的被害及び液状化等の被害が想定されている。 

 (2) 地震震度 

   長崎県地震発生想定検討委員会及び長崎県地震等防災アセスメント調査委員会が合同で

県内の震度予測について検討した結果、県内の活断層で最大の規模が予測されるのは、雲

仙地溝南縁断層帯の東部、西部が連動した地震である。この場合、諫早・大村地区で震度

５強～震度６強が予測されている。 

   また、活断層が確認されていない場所での震度予測を行うため、県内全域でのＭ６．９

（震源断層上端の深さ３ｋｍ）の地震を想定しており、その場合、本市においても震度６

弱～６強が予測される。 

 (3) 長崎県の過去の地震被害の実態 

   県内の主な地震被害の発生地域は、橘湾から島原半島付近、諫早市付近、長崎市周辺、

壱岐・対馬周辺である。その他、長崎県周辺で発生した規模の大きな浅い地震によって被

害を受けたことがあるほか、四国沖から紀伊半島沖を震源域とする巨大地震でも被害が生

じている。 

   過去の地震被害の状況及び大村市における地震発生状況については、「資料編 Ⅳ 災

害統計資料等」の項による。 

２２  大大村村市市周周辺辺のの活活断断層層  

  平成１４～１６年度に実施された「雲仙活断層群調査」により、陸域及び海底に多くの活

断層が分布していることが確認されている。 

  同調査では、陸域及び海底において確認される雲仙活断層を、雲仙地溝北縁断層帯、雲仙

地溝南縁東部断層帯及び雲仙地溝南縁西部断層帯の３断層帯に区分しており、海底において

は、橘湾西部断層帯、島原沖断層群として活断層を確認している。 

  なお、本市には、活断層と推定されるものが大村から諫早北西付近に存在する（大村諫早

北西付近断層帯）と指摘されている。 
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(1) 震源となる活断層の位置 
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 (2) 各市町村別の震度の範囲（県内の活断層による地震） 

 

想定地震 
雲仙地溝北縁 

断 層 帯 

雲 仙 地 溝 南 縁

東部断層帯と西

部 断 層 帯 連 動

島原沖断層群 
橘 湾 西 部 

断 層 帯 

大 村 ― 諫 早

北 西 付 近

断 層 帯

地震規模 Ｍ７．３ Ｍ７．７ Ｍ６．８ Ｍ６．９ Ｍ７．１ 

大村市 震度５弱－６弱 震度５強－６強 震度４－５弱 震度４－５強 震度６弱－６強 

長崎市 震度４－６弱 震度４－６強 震度３－５弱 震度４－６強 震度４－６強 

佐世保市 震度３－５弱 震度４－５強 震度３－４ 震度３－５弱 震度４－５強 

島原市 震度６弱－６強 震度６弱－６強 震度５弱－６弱 震度４－５弱 震度５弱－５強 

諫早市 震度５強－６強 震度５強－６強 震度４－５弱 震度４－６弱 震度５強－６強 

平戸市 震度３－４ 震度３－４ 震度３ 震度３－４ 震度３－４ 

松浦市 震度３－４ 震度４ 震度３－４ 震度３－４ 震度４－５弱 

対馬市 震度３ 震度３ 震度３ 震度３ 震度３ 

壱岐市 震度３－４ 震度３－４ 震度３ 震度３ 震度３－４ 

五島市 震度３－４ 震度３－４ 震度３ 震度３－４ 震度３－４ 

西海市 震度４－５弱 震度４－５強 震度３－４ 震度３－５弱 震度４－５強 

雲仙市 震度６弱－６強 震度５強－６強 震度４－５強 震度４－５強 震度５弱－６強 

南島原市 震度５強－６弱 震度６弱－６強 震度４－５強 震度４－５強 震度４－５弱 

長与町 震度５強 震度５強－６弱 震度４ 震度５弱－５強 震度５強－６弱 

時津町 震度４－５強 震度５弱－６弱 震度３－４ 震度４－５強 震度５弱－６弱 

東彼杵町 震度４－５強 震度４－５強 震度３－４ 震度４－５弱 震度５強－６強 

川棚町 震度４－５弱 震度４－５弱 震度３－４ 震度４ 震度５弱－６弱 

波佐見町 震度４－５弱 震度４－５強 震度３－４ 震度４ 震度５弱－５強 

小値賀町 震度３－４ 震度４ 震度３ 震度３－４ 震度３－４ 

江迎町 震度４ 震度４ 震度３ 震度４ 震度４－５弱 

鹿町町 震度３－４ 震度４ 震度３ 震度３－４ 震度４－５弱 

佐々町 震度４ 震度４ 震度３ 震度３－４ 震度４ 

新上五島町 震度３－４ 震度４ 震度３ 震度３－４ 震度３－４ 

雲仙地溝南縁東部断層帯と西部断層帯の連動については、地盤の軟弱な場所で一部震度７とな

ることが予測される。 
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総―１６ 
 

 (3) 大村市周辺の活断層を震源とする地震による大村市の被害予測 

（県防災アセスメント調査報告書（Ｈ18 年 3 月）による。） 

 

震 源 

区 分 

大村―諫早北西

付 近 断 層 帯

(Ｍ７.１) 

市 中 心 部

直   下

(Ｍ６.９) 

雲 仙 地 溝 

南 縁 連 動 

(Ｍ７.７) 

雲 仙 地 溝

北   縁

(Ｍ７.３) 

大村市における震度 震度６弱―６強 震度６弱―６強 震度５強―６強 震度５弱―６弱

人 

的 

被 

害 

死   者 １５６人 １３５人 ４人  ３人 

負 傷 者 １,１２４人 １,１３７人 ７７４人  ４８４人 

重 傷 者 １０３人 １１０人 １１５人  ６９人 

建 

 

物 

 

被 

 

害 

倒 

 

壊 

大

破 

木 造 ３,１４３棟 ３,０１６棟 １３９棟  １０４棟 

非木造 ５６６棟 ５５９棟 ２３棟  １７棟 

中

破 

木 造 ５,４４０棟 ５,３８０棟 ５４７棟  ３３４棟 

非木造 １,１２５棟 １,１１１棟 ５９棟  ４３棟 

液

状

化 

大

破 

木 造 １１２棟 ― ― ― 

非木造 ３５棟 ― ― ― 

中

破 

木 造 ３６２棟 ― ― ― 

非木造 １１８棟 ― ― ― 

火

災 

夏 朝 ５ 時 ７３６棟 ― １０棟  １０棟 

冬 夕 ６ 時 ９５５棟 ― ２５棟  ２０棟 

上 水 道 施 設 被 害 ２８６か所 ― ５７か所  ３３か所 

下 水 道 管 渠 被 害 １２．４ｋｍ ― ４．１ｋｍ  ２．３ｋｍ 

電 柱 被 害 ９２本 ― ２５本  ４本 

電 話 柱 被 害 ６７本 ― １５本  ３本 

備    考 
 人的被害は、建物倒壊によるもので、地震による火災での被害は

含んでいない。 
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総―１７ 
 

３３  大大村村市市ににおおけけるる津津波波のの想想定定・・被被害害予予測測  

  平成２３年３月１１日の東日本大震災を受け、長崎県では南海トラフ地震（東海地震・東

南海地震・南海地震・日向灘地震の４連動）の津波被害等の予測が次の表のとおり示された。 

 (1) 最大津波高及び津波の到達時間一覧 

  ア 初期潮位＝既往最大潮位 

沿 岸 

海域名 
港 名 

堤 防 等 

施 設 

初期潮位

地 盤 の 隆

起・沈降量 

※１ 

津波の到達

時間※２ 

最 大 津 波 

到 達 時 間 
最 大 水 位 

最 大 津 波

波 高 ※ ３

T.P(ｍ） （ｍ） (分) (分) T.P（ｍ） （ｍ） 

大村湾 

沿 岸 
大村港 

機能する １．０６ ―０．０１ ― ５６６ １・１１ ０．０６

機能しない １．０６ ―０．０１ ― ５４３ １．１２ ０．０７

  

  イ 初期潮位＝朔望平均満潮位 

沿 岸 

海域名 
港 名 

堤 防 等 

施   設 

初期潮位
地盤の隆起・

沈降量 ※１

津波の到達

時間※２ 

最大津波 

到達時間 
最大水位 

最大津波

波高※３

T.P(ｍ） （ｍ） (分) (分) T.P（ｍ） （ｍ） 

大村湾 

沿 岸 
大村港 

機能する ０．７６ －０．０１ ― ５５９ ０．８１ ０．０６ 

機能しない ０．７６ －０．０１ ― ５４１ ０．８１ ０．０６ 

※１ 「＋」が隆起、「－」が沈降 

   ※２ 津波の到達時間は水位変化が±０．２ｍ以上となった時間 

   ※３ 「最大津波高(m)」＝「最大水位（T.P(m)）」－「初期潮位（T.P(m)）」 

－「地盤の隆起・沈降量(m)」 

   ※既往最大潮位＝過去に起きた最大潮位 

   ※朔望平均満潮位＝朔（新月）及び望月（満月）の日から５日以内に現れる、各月の最

高潮位の平均値 

 

 (2) 大村市の地震津波による被害予測・想定 

  ア 初期潮位＝既往最大潮位 

  木 造 建 設（棟） 非木造建設（棟）

浸水

建物

合計

(棟)

死亡者数（人） 
堤防等施

設による

浸水被害

軽減効果

（％）

床下浸水 

H<0.5M 

床上浸水 

(軽微) 

0.5M≦H 

≦1.0M 

床上浸水 

(半壊) 

1.0M≦H 

≦2.0M 

床上浸水

(全壊)

2.0M≦H

床下浸水

H<0.5M

床上浸水

(軽微)

0.5M≦H

津波到達時間に

よる補正後  

津波到達時間に

よる補正後 

避 難

意 識

通 常

避 難

意 識

低 い 

避 難

意 識

通 常 

避 難

意 識

低 い 

堤防施設が機能 

する場合の被害 

想定 

30 20 10 0 20 20 100 0 0 (10) (20) 20% 

堤防施設が機能 

しない場合の被 

害想定 

30 40 10 0 20 20 120 0 0 (10) (20) ― 
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総―１８ 
 

イ 初期潮位＝朔望平均満潮位 

 木  造  建  設 （棟） 非木造建設（棟）

浸水

建物

合計

(棟)

死亡者数（人） 

堤防等施

設による

浸水被害

軽減効果

（％）

床下浸水

H<0.5M

床上浸水 

(軽微) 

0.5M≦H 

≦1.0M 

床上浸水

(半壊)

1.0M≦H

≦2.0M

床上浸水

(全壊) 

2.0M≦H

床下浸水

H<0.5M 

床上浸水

(軽微)

0.5M≦H

津波到達時間に 

よる補正後  

津波到達時間に 

よる補正後 

避 難

意 識

通 常

避 難 

意 識 

低 い 

避 難 

意 識 

通 常 

避 難

意 識

低 い

堤防施設が機

能する場合の

被 害 想 定 

30 10 0 0 20 10 70 0 0 (10) (20) 25% 

堤防施設が機

能しない場合 

の 被 害 想 定 

50 10 0 0 20 10 90 0 0 (10) (20) ― 
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４４  液液

  地

造物

  発

跡、

  本

地震

 (1) 

 ■本

に従

的に

 ■特

 ■本

  

 

 

 

液液状状化化現現象象  

地震の際に、

物などが揚圧

発生する場所

、池跡、水田

本市において

震発生時には

微地形区分

本資料は「液

従い、平成

に指摘される

特定の地震動

本資料では、

、地下水位の

圧力を受け破

所は砂丘地帯

田跡なども発

ても近年、都

は液状化によ

分による液状

液状化地域ゾ

１７年度アセ

る可能性程度

動による液状

、液状化対策

の高い砂地盤

破壊や沈み込

帯や三角州、

発生しやすい

都市化が進み

よる被害の発

状化の可能性

出典

 

ゾーニングマ

セスメントで

度で表した資

状化判定結果

策工事の有無

総―１９

盤が振動する

込みを起こす

港湾地域の

い地質である

み、該当地域

発生も予想さ

性 

典：長崎県地

マニュアル平

で作成した微

資料である。

果ではない。

無及びその効

９ 

ることにより

す現象である

の埋め立て地

ることが分か

域が多くなっ

される。 

地震等防災ア

平成１１年１

微地形区分図

 

 

効果判定は行

液体状にな

。 

地などがほと

かってきてい

てきている

アセスメント

月 国土庁

図を基に、液

行っていない

り、上部の舗

んどである

る。 

状況にあり

調査平成１

庁防災局震災対

液状化の危険度

。 

舗装や構

が、河川

、大規模

８年３月 

対策課」

度を一般
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 (2) 

 

■

  ■

表

５ 津

 (1) 

想

域

お

   

 (2) 

に

   

５つの地震

■本資料は、

ＰＬ地の最大

■本資料は、

表した資料で

津波浸水想定

県は、「津

想定」を設定

域と水深（浸

おいては、松

別図「津波

県は、上記

２９年３月３

に指定してい

（＊津波災

震における最

、２５０ｍメ

大値を抽出し

、５震源を対

ではない。 

定・津波災害

津波防災地域

定した。これ

浸水深）を表

松原地区沿岸

波浸水想定図

記浸水想定区

３１日、「津

いる。 

災害警戒区域

最大となるＰ

メッシュ範囲

し、危険度と

対象とした液

害警戒区域

域づくりに関

れは、最大ク

表しており、

岸において、

図」 

区域を津波が

津波災害警戒

域は、長崎県

総―２０

ＰＬ値分布

出典：長崎

 

囲において、

として評価し

液状化判定結

関する法律」

クラスの津波

総合的防災

最大で３ｍ

が発生した場

戒区域（避難

県ホームペー

０ 

崎県地震等防

図中に示す

した資料であ

結果であり、

に基づき、

波が、悪条件

災対策を構築

ｍの浸水深が

場合に警戒避

難路の確保、

ージ及び大村

防災アセスメ

す５震源の地

ある。 

その地域の

平成２６年

件下で発生し

築する際の基

が想定されて

避難体制を整

避難訓練の

村市防災マッ

：：((

：：

：：

：：

：：

：：

ント調査平成

地震に対して個

液状化に対す

年３月３１日

た場合に想定

基礎となるも

いる。 

整備する区域

実施などを行

プで閲覧で

((1155<<PPLL))液液状状化化危危険険

((55<<PPLL≦≦1155))液液状状化化

((00<<PPLL≦≦55))液液状状化化危危

((PPLL==00))液液状状化化危危険険

判判定定対対象象外外（（液液状状

想想定定活活断断層層  

成１８年３月

個別に求めた

する危険度を

に「津波浸水

定される浸水

ので、本市に

として、平成

行う地域）」

きる。） 

険険度度がが極極めめてて高高いい

化化危危険険度度がが高高いい  

危危険険度度はは低低いい  

険険度度ははかかななりり低低いい

状状化化ししなないい））

 

月 

た

を 

水

水

に

成

」
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Ｐ
Ｄ
Ｆ
 
津
波
浸
水
想
定
（
松
原
地
区
貼
り
付
け
）
 

      
 

１ 松原地区の津波浸水想定 

総―２１ 

津 波 浸 水 想 定 図 
別 図 

 
 

 
  
 

            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｐ
Ｄ
Ｆ
 
津
波
浸
水
想
定
（
松
原
地
区
貼
り
付
け
）
 

      
 

１ 松原地区の津波浸水想定 

総―２１ 

津 波 浸 水 想 定 図 
別 図 
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浸浸
水水

深深

こ
の

地
図
は

、
国
土

地
理
院

長
の
承

認
を

得
て

、
同

院
発
行

の
電
子

地
形
図

（
タ

イ
ル

）
を

複
製
し

た
も
の

で
あ
る

。（
承

認
番
号

平
27

情
複

、
第

14
13

号
）
。

こ
れ

ら
を
さ

ら
に
複

製
又
は

使
用
し

て
配

布
す

る
場

合
に
は

、
国
土

地
理
院

の
長

の
承

認
を

得
な
け

れ
ば
な

り
ま
せ

ん
。

【
留

意
事

項
】

○
「
津

波
浸

水
想

定
」
は
、
津

波
防

災
地

域
づ

く
り

に
関

す
る
法

律
（

平
成

2
3
年

法
律

第
12
3
号
）
第

8
条
第

1
項

に
基
づ

い
て

設
定

す
る

も
の

で
す
。
市
町

村
の

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ
プ

作
成

や
津

波
防

災
地

域
づ
く

り
を

実
施

す
る

た
め

の
基
礎

と
な

る
も

の
で
す
。

○
こ
の

津
波

浸
水

想
定

は
、

現
在
の

科
学

的
知

見
を

基
に

、
過
去

に
実

際
に

発
生

し
た

津
波
や

今
後

発
生

が
予

想
さ

れ
る
最

大
ク
ラ
ス
の

津
波

が
、
悪

条
件
下

に
お
い
て
発

生
し
た
場

合
に
想
定

さ
れ
る
浸
水

の
区

域
(浸

水
域
)と

水
深

(浸
水
深
)を

あ
ら
わ

し
た
も
の

で
す
。

○
最
大

ク
ラ

ス
の

津
波

を
も

た
ら
す

と
想

定
さ

れ
る

津
波

断
層
モ

デ
ル

と
し

て
、

国
「

南
海
ト

ラ
フ

の
巨

大
地

震
モ

デ
ル
検

討
会

」
が

公
表

し
た

1
1
の
モ

デ
ル

の
う

ち
、
長

崎
県
に

最
も

大
き

な
影

響
を

与
え
る

と
考

え
ら

れ
る

「
ケ

ー
ス
５

、
1
1」

と
、
長
崎
県

が
地

域
防

災
計

画
な

ど
で

設
定

し
て
い

る
「

雲
仙

地
溝

南
縁

東
部
断

層
帯

と
雲

仙
地

溝
南

縁
西
部

断
層

帯
の

連
動

」「
対

馬
海
峡

東
の

断
層

」「
大
村
-
諫

早
北

西
付

近
断

層
」、

国
「

日
本
海

に
お

け
る

大
規

模
地

震
に
関

す
る

調
査

検
討

会
」

が
公
表

し
た

60
の

モ
デ

ル
の

う
ち
、
長
崎

県
に
最

も
大
き

な
影

響
を

与
え

る
と

考
え
ら

れ
る
「

西
山

断
層
及

び
北
方

延
長

部
の

断
層
（
F6
0
）
大

す
べ

り
左

側
」
を

設
定

し
ま
し

た
。
こ

の
６

つ
の
津

波
断
層

モ
デ

ル
の

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ
ョ

ン
結

果
の

う
ち
、
最

大
と
な

る
浸

水
域
（

浸
水

の
区
域

）
と

浸
水

深
（

水
深

）
を
表

し
た

も
の

で
す

。
し

た
が
っ

て
、

必
ず

し
も

同
時

に
発
生

す
る

も
の

で
は

あ
り

ま
せ
ん

。
○

こ
の

浸
水
域

と
浸

水
深

は
一

定
の

条
件
を

設
定

し
計

算
し

た
結

果
で
あ

り
、

こ
れ

よ
り

も
大

き
な
津

波
が

発
生

す
る

可
能

性
が
無

い
と

い
う

も
の

で
は

あ
り
ま

せ
ん

。
そ

の
た

め
、

こ
の
津

波
浸

水
想

定
の

浸
水

域
や
浸

水
深

は
、

津
波

に
よ

る
災
害

の
発

生
範

囲
を

決
定
す

る
も

の
で

は
な

く
、

着
色
さ

れ
て

い
な

い
区

域
が

必
ず
し

も
安

全
と

い
う

わ
け

で
は
あ

り
ま

せ
ん

。
○

今
後

、
最

新
の

知
見

や
精

査
等
に

よ
り

、
浸

水
想

定
を

修
正
す

る
可

能
性

が
あ

り
ま

す
。

※
そ
の

他
の

留
意

事
項

に
つ

い
て
は

、
解

説
を

参
照

し
て

下
さ
い

。
※

「浸
水

想
定

図
」
は

、
国

土
地

理
院

発
行
の

最
新

の
数

値
地

図
を
複

製
し
作

成
し
て
い
ま
す
が
、
一

部
の
埋

立
地

等
、
最

新
の
数

値
地
図
に
反
映

さ
れ

て
い
な
い
埋

立
地

等
も
あ
り
ま
す
。
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○
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流
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深
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を
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定
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の
解
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○
浸

水
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：
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岸
線

か
ら
陸

域
に
お
い
て
、
津

波
の

遡
上

が
想

定
さ
れ

る
区

域

○
浸

水
深

：
浸

水
域

の
各

地
点
に
お
い
て
、
水

面
が

最
も
高

く
な
っ
た
と
き
の

水
面

か
ら
地

面
ま
で
の

深
さ

朔
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位
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こ
の

地
図
は

、
国
土

地
理
院

長
の
承

認
を

得
て

、
同

院
発
行

の
電
子

地
形
図

（
タ

イ
ル

）
を

複
製
し

た
も
の

で
あ
る

。（
承

認
番
号

平
27

情
複

、
第

14
13

号
）
。

こ
れ

ら
を
さ

ら
に
複

製
又
は

使
用
し

て
配

布
す

る
場

合
に
は

、
国
土

地
理
院

の
長

の
承

認
を

得
な
け

れ
ば
な

り
ま
せ

ん
。

【
留

意
事

項
】

○
「
津

波
浸

水
想

定
」
は
、
津

波
防

災
地

域
づ

く
り

に
関

す
る
法

律
（

平
成

2
3
年

法
律

第
12
3
号
）
第

8
条
第

1
項

に
基
づ

い
て

設
定

す
る

も
の

で
す
。
市
町

村
の

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ
プ

作
成

や
津

波
防

災
地

域
づ
く

り
を

実
施

す
る

た
め

の
基
礎

と
な

る
も

の
で
す
。

○
こ
の

津
波

浸
水

想
定

は
、

現
在
の

科
学

的
知

見
を

基
に

、
過
去

に
実

際
に

発
生

し
た

津
波
や

今
後

発
生

が
予

想
さ

れ
る
最

大
ク
ラ
ス
の

津
波

が
、
悪

条
件
下

に
お
い
て
発

生
し
た
場

合
に
想
定

さ
れ
る
浸
水

の
区

域
(浸

水
域
)と

水
深

(浸
水
深
)を

あ
ら
わ

し
た
も
の

で
す
。

○
最
大

ク
ラ

ス
の

津
波

を
も

た
ら
す

と
想

定
さ

れ
る

津
波

断
層
モ

デ
ル

と
し

て
、

国
「

南
海
ト

ラ
フ

の
巨

大
地

震
モ

デ
ル
検

討
会

」
が

公
表

し
た

1
1
の
モ

デ
ル

の
う

ち
、
長

崎
県
に

最
も

大
き

な
影

響
を

与
え
る

と
考

え
ら

れ
る

「
ケ

ー
ス
５

、
1
1」

と
、
長
崎
県

が
地

域
防

災
計

画
な

ど
で

設
定

し
て
い

る
「

雲
仙

地
溝

南
縁

東
部
断

層
帯

と
雲

仙
地

溝
南

縁
西
部

断
層

帯
の

連
動

」「
対

馬
海
峡

東
の

断
層

」「
大
村
-
諫

早
北

西
付

近
断

層
」、

国
「

日
本
海

に
お

け
る

大
規

模
地

震
に
関

す
る

調
査

検
討

会
」

が
公
表

し
た

60
の

モ
デ

ル
の

う
ち
、
長
崎

県
に
最

も
大
き

な
影

響
を

与
え

る
と

考
え
ら

れ
る
「

西
山

断
層
及

び
北
方

延
長

部
の

断
層
（
F6
0
）
大

す
べ

り
左

側
」
を

設
定

し
ま
し

た
。
こ

の
６

つ
の
津

波
断
層

モ
デ

ル
の

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ
ョ

ン
結

果
の

う
ち
、
最

大
と
な

る
浸

水
域
（

浸
水

の
区
域

）
と

浸
水

深
（

水
深

）
を
表

し
た

も
の

で
す

。
し

た
が
っ

て
、

必
ず

し
も

同
時

に
発
生

す
る

も
の

で
は

あ
り

ま
せ
ん

。
○

こ
の

浸
水
域

と
浸

水
深

は
一

定
の

条
件
を

設
定

し
計

算
し

た
結

果
で
あ

り
、

こ
れ

よ
り

も
大

き
な
津

波
が

発
生

す
る

可
能

性
が
無

い
と

い
う

も
の

で
は

あ
り
ま

せ
ん

。
そ

の
た

め
、

こ
の
津

波
浸

水
想

定
の

浸
水

域
や
浸

水
深

は
、

津
波

に
よ

る
災
害

の
発

生
範

囲
を

決
定
す

る
も

の
で

は
な

く
、

着
色
さ

れ
て

い
な

い
区

域
が

必
ず
し

も
安

全
と

い
う

わ
け

で
は
あ

り
ま

せ
ん

。
○

今
後

、
最

新
の

知
見

や
精

査
等
に

よ
り

、
浸

水
想

定
を

修
正
す

る
可

能
性

が
あ

り
ま

す
。

※
そ
の

他
の

留
意

事
項

に
つ

い
て
は

、
解

説
を

参
照

し
て

下
さ
い

。
※

「浸
水

想
定

図
」
は

、
国

土
地

理
院

発
行
の

最
新

の
数

値
地

図
を
複

製
し
作

成
し
て
い
ま
す
が
、
一

部
の
埋

立
地

等
、
最

新
の
数

値
地
図
に
反
映

さ
れ

て
い
な
い
埋

立
地

等
も
あ
り
ま
す
。
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線
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に
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て
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津
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の

遡
上

が
想

定
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れ

る
区

域

○
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水
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：
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水
域

の
各

地
点
に
お
い
て
、
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面
が
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と
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の
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面
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ら
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ま
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さ
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こ
の

地
図
は

、
国
土

地
理
院

長
の
承

認
を

得
て

、
同

院
発
行

の
電
子

地
形
図

（
タ

イ
ル

）
を

複
製
し

た
も
の

で
あ
る

。（
承

認
番
号

平
27

情
複

、
第

14
13

号
）
。

こ
れ

ら
を
さ

ら
に
複

製
又
は

使
用
し

て
配

布
す

る
場

合
に
は

、
国
土

地
理
院

の
長

の
承

認
を

得
な
け

れ
ば
な

り
ま
せ

ん
。

【
留

意
事

項
】

○
「
津

波
浸

水
想

定
」
は
、
津

波
防

災
地

域
づ

く
り

に
関

す
る
法

律
（

平
成

2
3
年

法
律

第
12
3
号
）
第

8
条
第

1
項

に
基
づ

い
て

設
定

す
る

も
の

で
す
。
市
町

村
の

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ
プ

作
成

や
津

波
防

災
地

域
づ
く

り
を

実
施

す
る

た
め

の
基
礎

と
な

る
も

の
で
す
。

○
こ
の

津
波

浸
水

想
定

は
、

現
在
の

科
学

的
知

見
を

基
に

、
過
去

に
実

際
に

発
生

し
た

津
波
や

今
後

発
生

が
予

想
さ

れ
る
最

大
ク
ラ
ス
の

津
波

が
、
悪

条
件
下

に
お
い
て
発

生
し
た
場

合
に
想
定

さ
れ
る
浸
水

の
区

域
(浸

水
域
)と

水
深

(浸
水
深
)を

あ
ら
わ

し
た
も
の

で
す
。

○
最
大

ク
ラ

ス
の

津
波

を
も

た
ら
す

と
想

定
さ

れ
る

津
波

断
層
モ

デ
ル

と
し

て
、

国
「

南
海
ト

ラ
フ

の
巨

大
地

震
モ

デ
ル
検

討
会

」
が

公
表

し
た

1
1
の
モ

デ
ル

の
う

ち
、
長

崎
県
に

最
も

大
き

な
影

響
を

与
え
る

と
考

え
ら

れ
る

「
ケ

ー
ス
５

、
1
1」

と
、
長
崎
県

が
地

域
防

災
計

画
な

ど
で

設
定

し
て
い

る
「

雲
仙

地
溝

南
縁

東
部
断

層
帯

と
雲

仙
地

溝
南

縁
西
部

断
層

帯
の

連
動

」「
対

馬
海
峡

東
の

断
層

」「
大
村
-
諫

早
北

西
付

近
断

層
」、

国
「

日
本
海

に
お

け
る

大
規

模
地

震
に
関

す
る

調
査

検
討

会
」

が
公
表

し
た

60
の

モ
デ

ル
の

う
ち
、
長
崎

県
に
最

も
大
き

な
影

響
を

与
え

る
と

考
え
ら

れ
る
「

西
山

断
層
及

び
北
方

延
長

部
の

断
層
（
F6
0
）
大

す
べ

り
左

側
」
を

設
定

し
ま
し

た
。
こ

の
６

つ
の
津

波
断
層

モ
デ

ル
の

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ
ョ

ン
結

果
の

う
ち
、
最

大
と
な

る
浸

水
域
（

浸
水

の
区
域

）
と

浸
水

深
（

水
深

）
を
表

し
た

も
の

で
す

。
し

た
が
っ

て
、

必
ず

し
も

同
時

に
発
生

す
る

も
の

で
は

あ
り

ま
せ
ん

。
○

こ
の

浸
水
域

と
浸

水
深

は
一

定
の

条
件
を

設
定

し
計

算
し

た
結

果
で
あ

り
、

こ
れ

よ
り

も
大

き
な
津

波
が

発
生

す
る

可
能

性
が
無

い
と

い
う

も
の

で
は

あ
り
ま

せ
ん

。
そ

の
た

め
、

こ
の
津

波
浸

水
想

定
の

浸
水

域
や
浸

水
深

は
、

津
波

に
よ

る
災
害

の
発

生
範

囲
を

決
定
す

る
も

の
で

は
な

く
、

着
色
さ

れ
て

い
な

い
区

域
が

必
ず
し

も
安

全
と

い
う

わ
け

で
は
あ

り
ま

せ
ん

。
○

今
後

、
最

新
の

知
見

や
精

査
等
に

よ
り

、
浸

水
想

定
を

修
正
す

る
可

能
性

が
あ

り
ま

す
。

※
そ
の

他
の

留
意

事
項

に
つ

い
て
は

、
解

説
を

参
照

し
て

下
さ
い

。
※

「浸
水

想
定

図
」
は

、
国

土
地

理
院

発
行
の

最
新

の
数

値
地

図
を
複

製
し
作

成
し
て
い
ま
す
が
、
一

部
の
埋

立
地

等
、
最

新
の
数

値
地
図
に
反
映

さ
れ

て
い
な
い
埋

立
地

等
も
あ
り
ま
す
。

5
.0
m
以

上
-1
0
.0
m
未

満

2
.0
m
以

上
-

5
.0
m
未
満

1
.0
m
以

上
-

2
.0
m
未
満

0
.3
m
以

上
-

1
.0
m
未
満

0
.3
m
未

満

..

東
京
湾

平
均

海
面
（
T
.P
.±

0
m
）

海
岸
線

津
波
水

位
（
T
.P
.m
）

既
往

最
大

潮
位

（
T
.P
.m
）

地
震

後
の

堤
防

○
耐
震

・
液
状

化
対

策
が
無

し
の
場

合
・

コ
ン
ク
リ
ー
ト
製

・
・
・破

壊
・

盛
土

・
・・
・
・
・・
・
・
・
・地

震
前
の

25
％

の
高

さ
○

耐
震

・
液
状

化
対

策
が
有

り
の
場

合
・

沈
下

等
無

○
越
流

し
た
ら
破

堤

地
震
前

の
堤
防

浸
水
深

（
m
)

浸
水

域
（
浸

水
深

を
着

色
）

津
波

波
高

(m
)

【
津

波
浸

水
想

定
の

用
語

の
解

説
】

○
浸

水
域

：
海

岸
線

か
ら
陸

域
に
お
い
て
、
津

波
の

遡
上

が
想

定
さ
れ

る
区

域

○
浸

水
深

：
浸

水
域

の
各

地
点
に
お
い
て
、
水

面
が

最
も
高

く
な
っ
た
と
き
の

水
面

か
ら
地

面
ま
で
の

深
さ

朔
望
平
均

満
潮
位

（
T
.P
.m
）

作
図
範
囲

：
5
7

【
津

波
の

計
算

条
件

】

○
初

期
潮
位

：朔
望
平

均
満

潮
位

長
崎

県

津
波
浸
水
想
定
図

（
第

２
版

）
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